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保健所における調査研究機能についての課題  

 

研究分担者 福永 一郎（高知県安芸福祉保健所 所長兼保健監） 

 

研究要旨：科学的根拠に基づく地域保健対策の立案や履行には調査研究が重要であ

り，地域保健法及び基本指針では保健所の調査研究を規定している。保健所における調査

研究の推進にかかわる課題を抽出し今後の解決策について検討した。その結果，保健所の

調査研究の推進における障壁として，「地域データを分析し関係者に提供することの必要

性についての理解が不十分」である問題，「必要性は認めるのに，活用を躊躇する」問

題，調査研究を実施しようとするときに直面する問題の３つが抽出された。「調査研究機

能とは何か，なぜ保健所に必要か」の理解を促し，「インフラ（機器など），技法（調査

研究ができる人材）の問題」を具体的に解決していく必要がある。 

 

Ａ．研究目的 

 地域保健法第四条第一項の規定に基づく

地域保健対策の推進に関する基本的な指針

（以下，基本指針）には，各地域が抱える

課題に即し，地域住民の生活に密着した調

査及び研究を積極的に推進することの重要

性と，調査疫学部門の機能強化を図ること

が述べられている。 

保健所における調査研究機能について，

2020 年度の本研究班において全国の保健

所に対して調査を実施し，昨年度の研究報

告書において結果を報告した。 

本年度は調査結果をもとに保健所におけ

る調査研究の推進にかかわる課題を抽出し

今後の解決策について提言する。 

 

Ｂ．研究方法 

2020 年 10 月～2021 年 2 月 25 日を実施

期間として，保健所の体制整備・機能強化

に関する全国保健所調査を行い，この調査

の中で，「地域保健に関する調査及び研

究」の質問を設定して集計解析を行った。 

その結果を踏まえて，保健所の調査研究

を推進するための課題について検討した。  

 

Ｃ．研究結果と考察 

１．結果  

 2020 年度調査の主要な結果を示し，課

題を検討する。 

 

結果１ 「調査分析の機能は 9 割以上

の保健所が強化すべきと答えたが，地域デ

ータを分析し関係者に提供することに積極

的な保健所は 55.8%にとどまり，ハード及

びソフトが整備されても「必要に迫られれ

ば活用を検討する」とした保健所が 26.5%

あった。」 

 「地域データを分析し関係者に提供する

ことに積極的な保健所は 55.8%にとどまっ

て」いることについては，地域データを分

析し関係者に提供することの必要性につい

ての理解が不十分な保健所が多く存在して

いる 可能性を示唆している。その理由と

しては「必要性」が「表」にでていない，

サーベランスシステムや死亡，罹患の状況

の定期的な把握など，健康状況をモニタリ

ングする習慣がないこと，ニーズ計測をす

る習慣がないこと，業務の評価をする習慣

がないこと，外部からの「求め」がないの

で行う優先度が低い（あるいは求めがない

と行えないと理解している）ことなどが考

えられる。 
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 これらを整理すると，保健所長等保健所

幹部や保健所職員の「調査研究機能とは何

か，なぜ保健所に必要か」ということにつ

いての理解に問題がある か，あるいは 行

政内部（自治体執行部）での「調査研究機

能とは何か，なぜ保健所に必要か」の理解

に問題があり ，あわせて 業務の中での優

先度の整理ができていない ことが課題と

してあげられる。加えて，消極的な回答に

は，業務量の増大に対する不安，技術的な

問題（具体の運用や専門人材等）に対する

不安も加わっていると思われる。 

 

結果２ 「保健所では所外と通信する

機能をもったパソコン等の情報機器につい

て，業務の遂行に必要な台数が「おおむね

充足」されている保健所は 55.8%にとどま

り，Web 会議ソフト（50.2%），統計計算

ソフト（37.5%），データベースソフト

（21.6%）は不足しているとした割合が高

かった。」 

保健所現場における調査研究に使用する

インフラ環境は不十分で，早急かつ抜本的

に改善しなければならないことが明らかで

あった。 

 

 以上の検討から，保健所における調査研

究機能を有効に働かせるためにクリアすべ

きことは，おおむね以下の 3 つに分類可能

である。 

 

１．「地域データを分析し関係者に提供す

ることの必要性についての理解が不十分」

である問題 

 保健所長等保健所幹部や保健所職員が

「調査研究機能とは何か，なぜ保健所に必

要か」を理解しているか。 

 

２．「必要性は認めるのに，活用を躊躇す

る」問題 

 行政内部（自治体執行部）での「調査研

究機能とは何か，なぜ保健所に必要か」の

理解が得られており，業務の中での優先度

の整理ができているか。 

 

３．調査研究を実施しようとするときに直

面する問題 

 インフラ（機器，アプリケーション，イ

ンターネット接続環境など），技法の修得

（調査研究ができる人材） 

 

２．考察 

3 つの分類に沿って，今後の課題として

以下の２点を提示する。 

１）「調査研究機能とは何か，なぜ保健所

に必要か」 

 基本指針には，「第一 地域保健対策の

推進の基本的な方向」の「六 科学的根拠

に基づいた地域保健の推進 1 科学的根拠

に基づく地域保健対策に関する計画の策定

と実施 」に，「国，都道府県及び市町村

は，地域の健康課題について，住民の健康

を阻害する要因を科学的に明らかにすると

ともに，疫学的な手法等を用いて地域保健

対策の評価等の調査研究を行うことによ

り，科学的根拠に基づく地域保健対策に関

する計画の策定など地域保健対策の企画及

びその実施に努める必要がある。・・（後

略） 」とあり，「第二 保健所及び市町村

保健センターの整備及び運営に関する基本

的事項 一 保健所」の「2 保健所の運営 

(一) 都道府県の設置する保健所」の「(4) 

調査及び研究等の推進」に，「ア 各地域

が抱える課題に即し，地域住民の生活に密

着した調査及び研究を積極的に推進するこ

とが重要である。このため，調査疫学部門

の機能強化を図ること。」とある。また，

「(二) 政令市及び特別区の設置する保健

所」も同様に「機能の強化に努めること」

とされている。また，「第四 地域保健に

関する調査及び研究に関する基本的事項」
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では「科学的な知見を踏まえる」ことを述

べ，「一 保健所は，快適で安心できる生

活の実現に資するため，地域の抱える課題

に即した，先駆的又は模範的な調査及び研

究を推進すること」とされている。 

 しかし，基本指針に「望ましい」ではな

く「すること」と明示されている にもか

かわらず，前述の調査からは，保健所の調

査研究機能の基本理解について保健所職員

自らの認識や，あるいは保健所設置自治体

（都道府県，指定都市，中核市，その他政

令市，特別区）執行部の理解に課題がある

ことが示唆されている。これは，法第７条

において「地域住民の健康の保持及び増進

を図るため必要があるときは，次に掲げる

事業を行うことができる」とし，その第二

項に「所管区域に係る地域保健に関する調

査及び研究を行うこと」とあるため，自治

体の判断において，その業務を自由裁量で

規定できる（もっといえば，あくまでもで

きる既定であり，任意事業であるから，や

らなくてもよい）ように読める ことも関

係していると思われる。 

 実際の保健所の運営は，厚生労働省告示

である基本指針に沿う必要がある と考え

るが，上記基本指針の記述の 根拠をわか

りやすく提示 し，保健所職員や自治体執

行部へ周知する（理解を促す）ことが必要

である。また，保健所が行う 調査研究の

内容を具体的に例示 し，日常業務との関

連を明らかにして ，保健所職員や自治体

執行部の理解を促進する ことも必要であ

ろう。業務の中での優先度については，調

査研究の結果を踏まえて「科学的根拠に基

づく地域保健対策」の具体の手段としての

業務が派生している ことを認識できてい

るかどうかが重要となる。なお，地域保健

法及び基本指針において，調査研究機能に

触れられている部分については，別表１に

掲載し，保健所が行う調査研究の内容の例

示は，別表２に記した。 

 

２）「インフラ（機器など），技法（調査

研究ができる人材）の問題」 

（１）インフラ整備について 

 インフラ整備は単なる一般論で論ずるの

ではなく，どのような目的で何を整備し，

そのためにどのような阻害要因があるかの

精査 が必要である。 

 たとえば，調査研究機能において統計解

析を行うことは必須である と考えられる

が，そのためには統計アプリケーションが

必要となる。このため，統計アプリケーシ

ョンを導入するかしないか，は 任意に判

断する事項ではなく，導入が必須事項とな

る 。ナショナルスタンダードとして，統

計アプリケーションの導入は必須であり任

意ではないことを示した上で，保健所にお

いて処理する統計に沿って，いくつか の

標準的なアプリケーションを提示する 必

要がある。また，アプリケーションの導入

には，テクニカルな面で（ウイルス感染対

策やセキュリティ保持等）一般に各自治体

内のセキュリティ部門との協議が必要とな

るが，そのための 基礎資料 （機能，仕

様，安全性，有用性，導入事例など）も提

供する必要がある。 

 統計アプリケーションは，市販品は非常

に高価なパッケージが多く，初期費用に加

えてメンテナンス費用（年単位で高価な更

新料を継続的に支払わなければライセンス

を失うアプリケーションが多く，この点が

導入の大きな障壁となる）の点で導入のハ

ードルが高い。一方で，初期費用もランニ

ングコストも無料である R（アール）や

EZR（イージーアール：日本語が使用可

能）は，標準的なアプリケーションの一つ

として提示するのに現実的である。あわせ

て R や EZR が世界標準の由緒正しいアプリ

ケーションであり，フリーウェアであるが

一定の技術的なサポートがあり，セキュリ

ティ上の問題も他のソフトに比べて劣性は
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なく，使用頻度も日常業務上で一定見込め

るなどの基礎資料を提供すると，各自治体

においては導入が容易になるであろう。 

 なお，官公庁で使用されているオフィス

系アプリケーションの デファクト・スタ

ンダード は，ワードプロセッサでは

Microsoft 社の「Word」，表計算ソフトで

は同社「EXCEL」，プレゼンテーションソ

フトでは同社「Powerpoint」，ブラウザで

は同社「Edge」，Google 社「Chrome」あ

るいは Mozilla 社「Firefox」である。し

かし，全ての自治体でデファクト・スタン

ダードのアプリケーションが標準装備され

ているとは限らず，費用の関係から下位互

換で機能削減があるアプリケーション

（Kingsoft 社製，Justsystem 社製など）

が採用されていることもあり，これらのア

プリケーションの使用では，指定様式が使

用できない，あるいは勝手に改変される，

マクロが走らない，プレゼンテーションソ

フトにおいて部品が勝手に図に変換され

る，表計算の結果の信頼性など，種々の不

具合も生じている。保健所で使用するオフ

ィス系アプリケーションも，国において実

情を精査の上厳密に指定することが必要で

ある。 

 また，Web 会議では「Zoom」「Webex」

及び「Teams」が使用されている。Web 会

議のアプリケーションについては，Web 上

でも使用が可能であるため導入の問題はあ

まりないと考えられるが，使用には高スペ

ック PC（パーソナルコンピュータ）と速

い回線を必要とする。著者の勤務する庁舎

における経験では，比較的低速の庁内 LAN

経由のインターネット接続と intel 社

Corei3 搭載の東芝製ノート PC での操作

で，「Zoom」は時々動作が不安定になり，

動画の録画やスライド等の画面共有はフリ

ーズして困難，「Webex」は最初の画面で

凍り付き全く使用不可能であった

（「Teams」は使用経験がない）。現在，

厚生労働省における新型コロナウイルス感

染症にかかわる説明会をはじめ，厚労省と

保健所の間で Web 会議が頻用されている

が，全ての保健所において確実に会議がで

きる環境を整える必要 があろう。なお，

現在，官公庁において，カメラ，マイクが

内蔵されている PC は少ないと思われる

が，Web 会議が常態となるにつれ，リース

PC の交換に伴って次第に整備されていく

ことと思われる。 

 

（２）調査研究ができる人材の確保につい

て 

 保健所が調査研究機能を発揮するには，

人材育成 が必要である。基本指針上も 調

査疫学部門の機能強化 を図ることが求め

られており，保健所の多くの職員，ことに

技術系職員には，一定水準以上の統計，疫

学，調査理論を修得していることが普遍的

に求められる 。また，エキスパートと呼

べるレベルで 統計，疫学，調査理論に通

暁している職員を各保健所に配置 し，か

つ，人事異動等で不在・欠員とならないよ

うな（異動があっても他の職員あるいは異

動で補充できるように）計画的養成 も必

要とされる。 

 高知県の事例を紹介する。高知県では，

衛生環境研究所において，技術系職員を主

な対象として，2015 年から統計技術研修

を開始，集合研修では受講者が限られるた

め 2020 年からは「保健統計 e-ラーニン

グ」を開講して，オンデマンドで受講でき

るようにした。初歩編は「一定水準以上の

統計，疫学，調査理論の修得」，中級編以

上は「エキスパートと呼べるレベルで統

計，疫学，調査理論に通暁している職員」

の養成を目的としている。中級編では標準

的な統計ソフトとして EZR を採用，県庁情

報部門との協議を経て導入した。別図２に

て概要を紹介した。 
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Ｄ．結論 

 科学的根拠に基づく地域保健対策の立案

や履行には調査研究が重要であり，保健所

における調査研究機能は基本指針において

「すること」として規定され，調査疫学部

門の機能強化を図ることとされている。今

回の検討では保健所の調査研究を推進する

障壁として，「地域データを分析し関係者

に提供することの必要性についての理解が

不十分」である問題，「必要性は認めるの

に，活用を躊躇する」問題，調査研究を実

施しようとするときに直面する問題の３つ

があることを示し，あわせて「調査研究機

能とは何か，なぜ保健所に必要か」を明確

に示すことの必要性や，「インフラ（機器

など），技法（調査研究ができる人材）の

問題」を解決するための方策を提言した。 

 

Ｅ．研究発表 

１．論文発表 
 福永一郎，佐伯圭吾，宮園将哉，内田勝

彦，白井千香，永井仁美，大木元繁，土屋

厚子，赤松友梨，島村通子，尾島俊之．調

査研究機能の早急な整備の必要性～保健所

の役割の明確化に向けた研究～．第 80 回日

本公衆衛生学会総会抄録集．2021．277． 
 
２．学会発表 
 第８０回日本公衆衛生学会総会にて発

表。 
 

Ｆ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 
特になし 

２．実用新案登録 
特になし 

３．その他 
特になし
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別表１ 

 
地域保健法及び基本指針において，調査研究機能に触れられている部分 

 

【法】 

第七条 保健所は，前条に定めるもののほか，地域住民の健康の保持及び増進を図るため必

要があるときは，次に掲げる事業を行うことができる。 

・・（中略）・・ 

二 所管区域に係る地域保健に関する 調査及び研究 を行うこと。 

・・（後略） 

 

【基本指針】 

前文 

（前略）・・また，地域の特性を考慮しながら，医療，介護，福祉等の関連施策と有機的に

連携した上で，科学的な根拠 に基づき効果的・効率的に地域保健対策を推進するととも

に，・・（後略） 

 

第一 地域保健対策の推進の基本的な方向 

四 医療，介護，福祉等の関連施策との連携強化 

（前略）・・なお，保健所は，所管区域内の健康課題等の把握，評価，分析 及び公表を行

い，都道府県が設置する保健所にあっては所管区域内の市町村と情報の共有化を図るととも

に・・（後略） 

 

六 科学的根拠 に基づいた地域保健の推進  

1 科学的根拠 に基づく地域保健対策に関する計画の策定と実施  

 国，都道府県及び市町村は，地域の健康課題について，住民の健康を阻害する要因を 科学

的に明らかにする とともに，疫学的な手法等 を用いて地域保健対策の 評価等の調査研究を行

う ことにより，科学的根拠 に基づく地域保健対策に関する計画の策定など地域保健対策の企

画及びその実施に努める必要がある。・・（後略）  

 

 ※ ただし，上記には，保健所と明確には記述されていない。  

 

2 保健所の運営  

(一) 都道府県の設置する保健所  

都道府県の設置する保健所(以下この(一)において「保健所」という。)は，次のような地

域保健の広域的，専門的 かつ技術的拠点としての機能を強化すること。  

・・（中略）・・ 

(4) 調査及び研究等の推進   

ア 各地域が抱える課題に即し，地域住民の生活に密着した 調査及び研究 を積極的に推進す

ることが重要である。  

 このため，調査疫学部門の機能強化を図る こと。  
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・・（中略）・・ 

ウ 健康危機発生後において，保健所は，保健医療福祉に係る関係機関等と調整の上，健康危

機発生に当たっての管理の体制並びに保健医療福祉の対応及び結果に関し，科学的根拠に基

づく評価 を行い，公表するとともに・・（中略）・・ 

 

(7) 企画及び調整の機能の強化  

ア ・・（中略）・・各種の地域保健サービスを広域的・専門的立場から評価 し，これを将来

の施策に反映させ，その結果の公表等を通じて所管区域内の市町村の施策の改善を行う 

 

 ※ 上記は(二) 政令市及び特別区の設置する保健所も該当する 

 

第三 地域保健対策に係る人材の確保及び資質の向上並びに人材確保支援計画の策定に関する

基本的事項の中には，「調査研究」に関する直接的な記載はない 

 

第四 地域保健に関する 調査及び研究 に関する基本的事項  

 地域の特性に即した地域保健対策を効果的に推進し，地域における健康危機管理能力 

を高めるためには，科学的な知見 を踏まえることが重要である。  

 このため，保健所，地方衛生研究所，国立試験研究機関等において，次のような取組 

を行うことが必要である。  

一 保健所は，快適で安心できる生活の実現に資するため，地域の抱える課題に即した，先駆

的又は模範的な調査及び研究を推進する こと。  

・・（中略）・・ 

六 調査及び研究の成果等 は，関係法令を踏まえつつ，関係機関及び国民に対して，積極的に

提供すること。 

 

第六 その他地域保健対策の推進に関する重要事項  

一 国民の健康づくり及びがん対策等の推進  

1 ・・（中略）・・保健所は，管内における関係機関，関係団体等の連携を推進するための

中核機関としての役割を担うとともに，健康の増進に関する情報の収集，分析 及び提供並び

に市町村に対する技術的支援や二次医療圏に合わせた計画策定等を通じ，管内の健康づくり

の取組の拠点としての役割を担うこと。 

 

 情報収集も調査研究の一環をなすものとは考えられるが，地域保健法第７条では第１項に

別掲されており，もっぱら情報収集について記述されている部分は割愛した。 
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別表２ 

 

保健所が行う調査研究の例 

 

 保健所が行う調査研究の例については，列挙すると以下のようになる。なお，これらは独

立しているものではなく，互いに重なっている，あるいは複合的に存在する場合が多い。 

 

（例示） 

・健康水準のモニタリング 

・地域データを分析し関係者に提供する 

 KDB システムによる健康スコアリングなど，ビッグデータによる便利なツールが提供され，

以前に比べるとアプローチが飛躍的に容易になってきているが，結果を単に市町村等に提示

するだけではなく，結果の見方や解釈などを含めて支援的に提供される必要がある。 

 

・事業（活動）の評価・評価支援 

・地域での活動事例や困難事案，活動上の課題における事例研究 

・症例研究 

・理論的背景，先行研究や先行事例の収集と提供 
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別図１ 

 2020 年度調査の主要な結果 
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別図２ 

高知県衛生環境研究所「保健統計 e-ラーニング」シラバス 
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講義内容例（講義動画） 

 

初歩編 「第４回 二変量の分析（２）」から 
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講義内容例（講義動画） 

 

中級編 「第 1 回 統計処理をする（１）～EZR（イージーアール）を使う」から 
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